
2013年が始まります。今年の夏は参議院選挙があ

ります。自民党は総選挙勝利の余勢を駆って参議院

でも2/3の多数を確保し憲法改悪の条件を整えようと

しています。マスコミのもてはやした割には伸びな

かった維新の会などの動きも充分に警戒が必要です。

一方では国民の間に自民党の「勝ち過ぎ」にたい

する警戒感もありますが、今後の中国、韓国、北朝

鮮などの動き次第では憲法に対する世論の反応もか

なり流動的と考えざるを得ません。しっかりした憲

法守れの声を作っていくために私達九条の会の役割

がきわめて重要になってきました。その役割に比べ

て会はまだ余りに微力です。平和憲法が危機にある

ことを多くの人に訴え、会員を増やしましょう。

憲法改正の賛成派９割
衆院選の当選者のうち、憲法改正の賛成派が８９

％に達したことが、朝日新聞社と東京大学・谷口将

紀研究室の共同調査でわかった。集団的自衛権の行

使についても賛成派が７９％を占めた。自民党の圧

勝に加え、日本維新の会などでも賛成派が多いこと

が、全体の数字を押し上げた。

候補者対象の調査から、当選者の回答を抽出した。

「憲法を改正すべきだ」との意見に６８％が「賛成」、

２１％が「どちらかと言えば賛成」と答え、合わせ

た賛成派がほぼ９割に。反対は４％、どちらかと言

えば反対は２％にとどまった。

憲法改正の賛成派は、自民が大勝した２００５年

衆院選後に８７％に達したが、民主党が政権を奪っ

た０９年の衆院選後は５９％に下がっていた。参院

では、０７年選挙後が５７％、１０年選挙後も６１

％にとどまっていた。 （朝日新聞）

自民党はすでに昨年9月の総裁選から候補５人は揃っ

て改憲派。当時の公開討論会では、政府の憲法解釈

で禁じている集団的自衛権について、安倍晋三氏は

「行使を認めるべきだ」と主張、石破茂氏も「基本

的な認識は全く同じ」と同調した。林芳正氏も行使

を可能にする国家安全保障基本法について「やるべ

きだ」と明言。町村信孝氏、石原伸晃氏も行使容認

を明言。その結果総裁に再選され、総選挙で返り咲

いた安倍総理は「侵略戦争の定義は定かでない。政府

が歴史の裁判官になって単純に白黒つけるのは適切

でない」と侵略戦争さえ認めない。

「我が国が自衛のための必要最小限度を超えない実

力を保持するのは憲法によって禁止されていない。

そのような限度にとどまるものである限り、核兵器で

あると通常兵器であるとを問わず、これを保有する

ことは憲法の禁ずるところではない」と核武装まで。
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北富士に978発の砲弾

沖縄の米海兵隊移転訓練

山梨県山中湖近くに自衛隊の北富士演習場があ

ります。4000haの広大な富士の裾野の基地です。

特科部隊の演習地で、日常的に戦車が轟音を立て

て実戦さながらに走り回っています。

１１月には沖縄の米海兵隊の実弾砲撃移転訓練

が１０日間も行われました。海兵隊員２００人が

参加、車両60台155㍉りゅう弾砲６門を持ち込み、

９７８発の砲弾が富士の裾野に打ち込まれました。

夜間も轟音が響

き渡り、砲撃で

大規模火災も発

生して、自衛隊

や消防車が出動

する騒ぎにもなっ

ています。



アメリカが「発明した」
「集団的自衛権」

自民党は７月に集団的自衛権の行使拡大を内容と

する国家安全保障基本法案の概要を決めました。憲

法改正は当面困難として、憲法解釈を変更し、新た

な法律を作って集団的自衛権を「合法化」しようと

いう企みです。ところがこの「集団的自衛権」なる

ものがそもそもの発足から問題なのです。

国際連合憲章制定を

めぐって

第二次大戦後国際連合が

発足しました。第一次大戦

とその後の国際連盟結成。しかし二度目の世界大戦

を防げなかった失敗の経験に立って、経済ブロック、

軍事ブロックで対立しあう構図を作らないようにす

ることが目指されたはずでした。そのため国連憲章

では、各国の武力の行使を国連安保理の管理下にお

き、「すべての加盟国は、その国際関係において、

武力による威嚇又は武力の行使を、いかなる国の領

土保全又は政治的独立に対するものも、また、国際

連合の目的と両立しない他のいかなる方法によるも

のも慎まなければならない」（第二条4）、「平和に

対する脅威、平和の破壊又は侵略行為の存在」は国

連安保理が決定し、必要な措置をとる（第三九条）

としました。つまり対立や戦いをしないようにしよ

う。侵略行為に対しては、侵略かどうかは安全保障

理事会が判断し、必要な場合は国連が制裁を加える。

これが「集団安全保障」だという考えで憲章を作り

始めたのです。

ところがその安保理は戦勝国となった５カ国（米

英仏ソ中）に常任理事国として拒否権という特権を

与えることにしたため、逆に問題が生じると気がつ

いたアメリカが動いたのです。

アメリカは自己の勢力圏内にある米州機構に加盟

するラテンアメリカの２０カ国と、「米州諸国のい

ずれか一国にたいする攻撃は、『本宣言の他の署名

国に対する侵略行為』とみなして共同して対処する」

という米州条約を結んでいました。しかし憲章の案

が当初のままだと、安保理が必要な措置をとるまで

の間、自衛のための武力行使をできるのは侵略を受

けた当事国だけですから、アメリカは参加できませ

ん。そこでアメリカは同盟国をまきこむ戦争に自由

に参加できる仕組みを残すことに知恵をしぼり、集

団的自衛権という概念を「発明」したのだというの

です。

「集団的」という名称をつけたが、国連の一加盟

国が国連安保理の決定を経ずにおこなう武力行使で

すが個別的自衛権行使の一種とみなされ、しかもア

メリカの行動を認めない決定を安保理が行おうとす

れば、アメリカは拒否権を行使することができるわ

けです。事実上、アメリカは何の制約も受けずに武

力を行使し続けることができる。これはソ連等他の

常任理事国にもあてはまります。集団的自衛権は国

家の「固有の権利」どころか国連の集団安全保障機

能に大穴をあけるものだったのです。

月刊「憲法運動」の「日米同盟の深化と集団安全保

障」（川村俊夫氏）から多くを引用させていただきま

した。

この、国連発足のときからの大国中心の歪んだ仕組

みが未だに国連の力をそぎ、アメリカ、イスラエルな

どの横暴を野放しにしています。それが日本の憲法を

もゆがめることになりかねません。

新成人に呼びかけを
１月１３日(日)に成人式で新成人に「平和憲法を

守ろう」というチラシの配布を例年どおり行います

9：30～10：30

流山市文化会館駐車場

新成人はほぼ1500人、毎年７割前後、1000人ほど

が成人式に集まります

定例駅宣伝
新年１月は９日(水)おおたかの森駅です

15：30～16：30

例年になく寒い冬。防寒対策ぬかりなく。
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